
１．序　　論

　近年、消費者の間で農産物に対する安全と信頼
の回復を求める声が高まっている。一方、産地で
は、慣行の農法に起因する環境汚染への対策が不
十分であり、自然生態系の維持が危ぶまれている。
とりわけ、畜産農業地域では、家畜排せつ物の不
適切な処理に伴う土壌や地下水・河川の汚染が深
刻である。
　このような状況を踏まえれば、消費者ニーズへ
の対応と自然生態系の保全とを両立可能とする農
業モデルが必要である。そこで本稿では、耕種農
業と畜産農業とが混在する農業地域において、両
課題の解決を目指している事例を調査検討する。
本稿で論じる「エコ農業」とは、耕種農家と畜産
農家間の連携を通じて有機性廃棄物１）を再資源化
し、農法を有機・減農薬へと転換することにより、
農産物の安全性と品質を高め、同時に、自然生態
系を保全する農業モデルである。このような農業

が成立するためには、農家の組織化と新たな安定
的な販路の開拓とが必要である。
　組織化の方法を検討するうえで、「社会起業家の
非営利ビジネスモデル」が有用である。当モデル
は、「社会起業家の非営利組織が、エコ商品を販売
し、その売上の一部（もしくは全部）を地域の共
通利益（自然生態系の保全）を実現するために使
用する」という「選択的誘因」ビジネス・スキー
ムの実行を通じ、受益者メンバーを組織するとい
うものである。従来の試みや研究には、農家を組
織するための方法論が欠けているため、当モデル
の組織化方法を応用する必要がある。また、エコ
農業の経営には、消費者の選好パターンに適った
マーケティングが欠かせないが、従来の試みは、
自治体や農協による認証制度や広告宣伝のレベル
に留まっているものが多く、消費者との関係構築
は不十分である。よって、販売とマーケティング
の方法についても検討する必要がある。
　本稿の構成は以下の通りである。先ず第２章で
国内の有機農産物市場と消費者の購買特性につい
て概観し、エコ農業の参入余地を検討する。続い
て第３章の第１節で慣行の農法に起因する農業環
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耕畜連携型「エコ農業」の取り組みと課題
――社会起業家の非営利ビジネスモデルに基づく事例分析――
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要　　旨
　本稿では、農産物に安全と信頼を求める消費者ニーズへの対応と自然生態系の保全とを目的に耕畜連
携型「エコ農業」に取り組む事例を調査検討し、そのような農業が成立するための課題を以下のように
提示した：１地域的な特徴を活かした連携方法や販売事業に関するアイディアの創案、農家や住民の説
得、社会的な合意形成等に着手するリーダーが存在すること。２そのリーダーによって、農法転換に向
けて農家や住民を組織するためのスキームが策定され、実行されること。３耕畜両部門の農法と販売事
業を管理するためのスキームが策定され、実行されること。
　本稿では、上記の課題を克服している事例を、社会起業家による「選択的誘因」ビジネス・スキーム
の実行を通じた公共財供給モデルとして定式化する。
キーワード：エコ農業、耕畜連携、社会起業家

*連絡先　hikahon@hiroshima-u.ac.jp
１）農作物の規格外品、農産加工残渣物、家畜排せつ物
等を指す。

（研究ノート）



境問題を取り上げ、第２節では、市場動向と産地
の状況とを踏まえ、エコ農業へと転換するうえで
の課題を提示する。第４章の第１節では、エコ農
業の成立を目指している地域の事例を取り上げ、
前章で提示した課題を実際の取り組みに即して掘
り下げる。第２節では、課題を克服しつつある先
行事例を紹介し、第３節では、課題の克服をデー
タによって裏付けることが可能な成功事例を紹介
する。第５章では、「社会起業家の非営利ビジネス
モデル」の理論的枠組みで成功事例のエッセンス
を抽出したうえで、耕畜連携型「エコ農業」を定
式化する。最後に、第６章で結論を示す。

２．有機農産物市場の概況と消費者の購買特
性

　現在、有機農作物２）は、日本農林規格（JAS規
格）制度の格付け基準により、他の農作物と明確

に区別されている。格付けの実績は年々増加して
おり、図表１は平成１８年度に国内で生産された農
作物に占める有機栽培品の割合一覧である。野菜
の総生産量は毎年３％前後の減少傾向にある。し
かし、有機栽培品の割合は平成１３年度の０．１１％か
ら始まり、１４年度は０．１４％、１５年度は０．１７％、１６
年度と１７年度は共に０．１８％、１８年度は０．１９％と小
規模ながらも着実に増加している。また、それに
伴い有機農作物を原料とする有機加工食品の生産
量も年々増加している。冷凍のカット野菜、野菜
びんや缶詰、果実飲料や野菜飲料、豆乳、豆腐、
納豆、みそ、しょうゆ等がこれにあたり、有機加
工食品についても日本農林規格制度によって格付
けがなされている。有機畜産物３）については、平
成１７年１１月より同規格が施行され、平成１８年度の
牛 乳 の 総 生 産 量 ８，１３７，０００ tの 内、１３４ t
（０．００１６％）が格付けされている（出所：農林水産
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図表１　国内における有機栽培品の総生産量と格付数量　（平成１８年度）

有機の割合格付数量（国内）総 生 産 量区　　　分
０.１９％２９，９４９ t１５，９９５，０００ t野　　　菜
０.０５％１，７６６ t３，２３１，０００ t果　　　樹
０.１３％１０，８１１ t８，５５６，０００ t米
０.０６％５５８ t１，０１１，０００ t麦
０.４３％９７４ t２２９，０００ t大　　　豆
１.６８％１，５３８ t９１，８００ t緑茶（荒茶）
２.１７％３，０００ t１３８，０００ tそ　の　他
０.１７％４８，５９６ t２９，２５１，８００ t合　　　計

出所：農林水産省「認定事業者に係る格付け実績」
備考：総生産量は食料需給表の概算値。

緑茶（荒茶）の総生産量は農林水産省統計部の公表値。

図表２　有機栽培品の価格指数（対国産標準品）

ホウレン草キ ャ ベ ツ人　　　参大　　　根馬 鈴 し ょ
１６７１５８１５０１５４１４６平成１５年
１４１１５０１６７１４４１６８平成１６年
１３９１５３１６６１２２１５３平成１７年
１５１１５７１６８１６０１６８平成１８年

出所：農林水産省統計部「生鮮食料品価格・販売動向調査報告」を基に作成。
備考：標準品（慣行栽培品）と有機栽培品を販売している店舗での平均販売価格の比。

標準品（慣行栽培品）の価格を１００とし、有機栽培品の価格を指数として表示。

３）以下の条件のもとで家畜が飼育され、有機登録認定
機関の認定を受ける必要がある。１主に有機栽培品が
原料の飼料を与え、２飼育環境を考慮したうえ、スト
レスを与えずに飼育し、３抗生物質を病気の予防目的
で使用せず、４遺伝子組み換え技術を使用しない。

２）有機農作物の条件については、日本農林規格協会発
行の「JAS制度の手引」を参照のこと。また、特別栽
培農作物については、産地や産品によって品質基準が
多様であることから、ここでは取り上げない。



省「認定事業者に係る格付け実績（平成１３年度～
１８年度）」）。
　続いて、国産標準品（慣行の農法によって生産
された農作物）と有機農作物の価格差についてみ
ていく。図表２は、代表的な５種の野菜について、
４年間の価格差をまとめたものである。標準品と
有機栽培品の価格動向は野菜の種類により異なる。
各野菜についても価格差は拡大と縮小を繰り返し
ていることが観察されるが、野菜の市場において、
有機栽培品は概ね標準品の１．４倍から１．６倍の価格
帯を形成していることが解る。また、有機栽培の
麦や大豆を原料とした加工食品である有機味噌、
有機醤油などは、共に約４倍の価格帯を形成して
おり４）、有機牛乳については、約２倍の価格帯を
形成している５）。
　次に、有機農産物に対する消費者の購買特性に
ついて概観する。農林水産省の調査結果６）による
と、約１，０００名の消費者の内訳は、有機農産物を
「よく購入する」が１９％、「たまに購入する」が
５２％、「ほとんど購入しない」が１８％、「全く購入
しない」が５％、「分からない」が６％となり、約
７割の消費者が有機農産物を購入している。購入
の理由は、「一般の農産物より安全・安心だと思う
から」が７６％、「健康に良さそうだから」が２４％、
「環境にやさしい農産物だから」が５％、「一般の
農産物より美味しそうだから」が７％、「その他・
無回答」が２％となっており、安全性や健康を理
由とする購入が、自然生態系への影響を理由とす
る購入を大きく上回っている７）。また、今後の購

入意向については、「（今後も）購入したい」が
４２％、「特徴が理解できれば購入したい」が１３％、
「価格が低くなれば購入したい」が２４％、「表示が
信頼できるようになれば購入したい」が１５％、「購
入したくない」が１％、「その他・無回答」が５％
となっており、一定の前提を置いた場合を含める
と、ほとんどの消費者が購入の意向を示している。
　山本（２００６）は、有機農産物の購入頻度を規定
する要因について、全国規模・無作為抽出の調査
データである「JGSS-２００２」を用いて、諸変数の影
響をコントロールし、有機農産物を「よく購入す
る」という消費者の特性を分析した。その結果は
以下の通りである。「よく購入する」という消費者
は、１男女共に中高年が多く、２学歴と職業は、
大卒の上層ホワイトであり、３居住地に地域差は
無く、都市部・地方を問わない。４主観的な階層
帰属意識は「中の上」であり、５市民運動・消費
者運動のグループに所属しているケースが多く、
６政治に対して明確なスタンスを持っており、７
環境配慮意識が高い（家電購入時）。また、小川 ,
酒井（２００７）は、有機農産物市場における小売業
の展開可能性を検討するため、平成１２年１１月に、
主に有機農産物を取り扱う都心の代表的なスー
パーマーケットを利用している消費者を対象とし
てアンケート調査を行い、次のような分析結果を
示した。１価格要因よりも安全性や健康に多くの
価値を見出すような、オーガニック・スーパー
マーケットを支持する消費者層が形成されつつあ
る。２このような消費者は店舗への忠誠心が極め
て高く、来店頻度が多く、購入単価が高い。３調
査対象のスーパーマーケットの経営を支えている
のは、ごく一握りの大口消費者による購買である。
４消費者は、有機農法、減農薬農法等によって生
産された農産物の生産過程を観察し、実際に安全
であるのか否かを確認することは不可能である。
ゆえに、消費者との信頼関係を基礎とした流通網
と販売チャネルの構築が重要である。小川、酒井
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４）有機味噌は ５００ gで８００円～９００円であり、有機醤油
は ５００ mlで８００円～９００円である（参考：チョーコー
醤油株式会社、ヤマキ醸造株式会社。標準品は国内大
手メーカーのものを参照。平成２０年１２月時点）。

５）１,０００ mlで４００円～５００円である（参考：明治乳業株
式会社、タカナシ乳業株式会社。標準品は国内大手
メーカーのものを参照。平成２０年１２月時点）。

６）農林水産省消費・安全政策課「平成１６年度食料品消
費モニター第１回定期調査結果」。モニター数１,０２１名
（全国主要都市に在住する一般消費者）。
７）また、食品安全委員会が平成１９年６月に実施したア
ンケート調査「食品の安全性に関する意識等につい
て」によると、自然災害等の日常生活を取り巻く他分
野よりも食分野の安全性に係る不安感が大きいと指摘
している人が年々増加している（全体の６割弱）。リ
スクが最も大きいとする対象は「汚染物質」で、次い
で「有害微生物（細菌・ウイルス）」、「農薬」、「家畜

用抗生物質」、「BSE（牛海綿状脳症）」の順で続く。
さらに、内閣府が平成２０年１１月に発表した「食料・農
業・農村の役割に関する世論調査」の結果から、中国
製冷凍食品の中毒事件や輸入野菜の残留農薬問題など
を受け、消費者の間で外国産の食品への不安が大きく
なっており、国産品の需要が増加していることが示さ
れた。



（２００７）のアンケート調査は平成１２年のものである
が、その後、食の安全を脅かす事件が多発してい
ることもあり、農林水産省の調査結果が示す通り、
有機農産物の購入意向は年々上昇しているものと
思われる。
　以上、有機農産物市場と消費者の購買特性につ
いて概観した。有機農産物を支持する消費者層は
拡大しており、潜在的な需要は大きいが、有機農
産物の生産量は未だ少なく、需給のミスマッチが
生じている。よって、エコ農業の参入余地は高い
が、そのビジネス・スキームを実行するには、農
法の転換方法の検討はもとより、消費者のニーズ
に合わせたマーケティング戦略の策定が重大な課
題となる。

３．慣行農業の問題点と耕畜連携型「エコ農
業」の課題

　本章では、第１節で慣行の農法に起因する農業
環境問題を取り上げ、第２節では、エコ農業へと
転換するうえでの課題を提示する（図表３参照）。

１　慣行農業の問題点
　農業地域では、慣行の農法に起因する環境汚染
が深刻である。耕種農業経営は、農協共販が前提
の生産体制であり、作物の卸値はほぼ一定である８）。

そのため、耕種農家は、生産効率を上げて収穫量
を増やすことによって利潤の増大を図っている。
したがって、窒素、リン酸、カリ、石灰等を主成
分とする化学肥料が過剰に施肥される傾向にあり、
農薬と除草剤も大量に使用され、農業の養分基盤
である土壌の劣化が進んでいる。
　畜産農業経営においても乳業メーカーや食肉加
工メーカーへの農協共販が前提の生産体制である
ことから、畜産物の卸値はほぼ一定である９）。畜産
農業では、家畜排せつ物１０）、搾乳や屠畜解体に由
来する廃棄物や廃水等が生産量に比例して発生す
るため、畜産農家による利潤の増大は、経営頭数
を増やして生産量を増加させるか、家畜排せつ物
や廃水等の発生量を不当に減らし、処理に要する
費用を削減することによって図られている。
　平成１１年施行の『家畜排せつ物の管理の適正化
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図表３　慣行農業と耕畜連携型「エコ農業」の概要

耕畜連携型「エコ農業」慣 行 農 業
項　　　目

畜　　　産耕　　　種畜　　　産耕　　　種
有機肥料を施肥して栽培された
有機飼料

家畜排せつ物を原料とする有機
肥料

流通飼料
牧草

化学肥料
農薬、除草剤

農　　　法
（肥料、飼料）

マーケティング・ネットワークマーケティング・ネットワーク農協共販農協共販販　　　売
・悪臭や汚泥による公害の防止
・土壌の汚染防止
・有害細菌（大腸菌、腸球菌）や
クリプトスポリジウム（原虫）
による水道水源の汚染防止
・地下水や河川の水質改善

・土壌の酸化防止
・作土層の減少防止
・地力回復による作物の健全な
生育と栄養価の減少防止
・病虫害の防止
・地下水や河川の水質改善

なしなし自然生態系
の保全効果

地域的な特徴を活かした耕畜連携の方法と販売事業に関するアイ
ディアの創案や社会的な合意形成に着手するリーダーの登場。
有機資源の循環ネットワークとマーケティング・ネットワークを形
成するためのスキームの策定と実行。

品質による差別化が図れない。
与件（肥料、飼料、燃料等の
価格）の変動効果が多大。
自然生態系への負荷が大きい。

課　　　題

出所：ハワード（１９８７）、Pimentel et al.（２００５）、納口（２００７）などを参考に作成。

装資材費等の製造諸経費の上昇を受けた化学肥料の値
上がりは、耕種農業経営を圧迫しているが、畑作物自
体の品質は従来のものと変わらないことから、費用上
昇分の卸値への転嫁は少額に留まっている。ただし、
第４章で取り上げるような先駆的な農協が価格調整を
行う事例もある。
９）昨今のトウモロコシや麦類、豆類等の輸入穀物価格
や海上運賃の高騰、燃料費や包装資材費等の製造諸経
費の上昇を受けた流通飼料（配合飼料）の値上がりは、
畜産農業経営を圧迫しているが、畜産物自体の品質は
従来のものと変わらないことから、費用上昇分の卸値
への転嫁は少額に留まっている。

１０）乳牛はふん尿を年間約 ２０ t排せつし、肉牛は年間
約 ９ t排せつする。８）昨今の輸入原料価格や海上運賃の高騰、燃料費や包



及び利用の促進に関する法律』（家畜排せつ物法）
により、畜産農家に対して家畜排せつ物の管理基
準が設けられた１１）。しかし、管理に要する費用が
多大であることから、固形状の排せつ物を単に積
み上げて放置する「野積み」や、地面に穴を掘り
液体状の排せつ物や廃水を貯めておく「素掘り」
など、不適切な処理や保管も依然として行われて
おり、環境汚染の原因となっている１２）。
　以上のように、耕種・畜産農業の養分基盤であ
る土壌は、危機的な状況に置かれている１３）。石油
から精製される無機成分に依拠した農法を継続し、
土壌の劣化を進行させることで地力（耕地の生産
性）が年々損なわれることは明白である。さらに、
自然生態系が元来備える循環機能では分解し切れ
なかった化学物質は、水道水源や漁業資源にも悪
影響を与える。すなわち、慣行農業による自然生
態系への悪影響は、削減された私的費用を超える
社会的な費用となり、外部不経済を構成している。
この負の外部性を何らかの対策によって農業経営
の費用に内部化しないかぎり、農業の土台である
自然生態系を将来にわたり維持することが困難と
なる。そこで次節では、農法の転換方法と慣行の
販路以外での販売方法とを検討し、耕畜連携型
「エコ農業」が成立するための課題を提示する。

２　耕畜連携型「エコ農業」への転換策と課題
　地力の維持培養がエコ農業の前提となる。その

ために、耕種農業では、地域の畜産農家と連携し、
家畜排せつ物を原料として生産された有機肥料を
施肥することで地力を回復させ、豊潤な土壌と作
物の健全な生育とを基礎とした病虫害対策へと転
換し、農薬と除草剤の使用量を減らす。
　畜産農業では以下の三点を実施する。１家畜排
せつ物を有機肥料とバイオガスに再資源化する。
これは、図表３に記した効果のみならず、バイオ
ガスを利用したエネルギー自給による温室効果ガ
スの発生削減という便益をもたらす１４）。２耕種農
家から有機・減農薬農法によって栽培された飼料
の提供を受ける。３飼育環境を見直し、畜産物の
品質向上を図る。生乳の品質は飼料のみならず乳
牛が感じるストレスからも影響を受ける。他の家
畜についても同様である。よって、家畜にとって
可能な限り清潔で快適な飼育環境を整備し、健康
に配慮する。また、有機飼料を与えることは、慣
行の飼料に起因する病気の発症を防ぐ。さらに、
建物や施設を計画的に配置して、農作業者や家畜
の動線に配慮する。
　最後に、耕畜両部門共に農法履歴を管理し、有
機登録認定機関から有機農法であることの認証を
受ける。
　続いて、有機農産物の品質保証を軸とした販売
方法について検討する。前章で示した通り、農産
物に栄養価や美味しさだけでなく、安全な品質を
求める消費者が増加している。そのようなニーズ
を的確に把握するには、消費者や流通・小売業者
との情報交換が重要であり、農業経営は品質の差
別化に基づく販売に携わる必要性が増している。
　そこで、エコ農業の販売を担う主体として、農
家間でマーケティング・ネットワークを形成し、
有機農作物と有機畜産物とを共同で販売する。主
な事業内容は、１農家の生産技術を高位平準化す
るための農法履歴の管理、２消費者との個別契約
に基づく直接販売や交流事業、卸、加工業者、生
協、スーパー、外食、給食、病院等への販売と価
格調整、３農法のモニタリングやトレーサビリ
ティ・システムの管理、４農産物の加工、配送、
地場の食材を用いたレストランの運営等である。
マーケティング・ネットワークは、農家が明確に
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１１）排せつ物は先ず、農場敷地内に設けられた不浸透性
を備えた適当な覆いと側壁による管理施設に集められ
る。その後、堆肥化、簡易曝気法による液肥化等の方
法により、適正に処理されねばならない。畜産農家に
は、排せつ物の年間発生量、処理方法、処理量の記録
が義務付けられている。

１２）慣行農業が自然生態系にもたらす影響を測る指標と
して、地下水や河川の水質が有用である。宗岡
（２００６）は、代表的な耕種・畜産農業地域である十勝
川流域と暦舟川流域を対象として、広域の河川水質調
査を実施し、硝酸態窒素を指標とした汚濁負荷流出源
の特定を試みている。また、十勝水産用水汚濁防止対
策協議会の河川調査（９７年度、９８年度）によると、農
村地帯を流れる中小河川では、硝酸性窒素が ４～５ 
ppmという高い数値を示した所が複数あった。参考資
料として、北海道環境生活部による地下水の常時監視
（平成１１年度～１３年度）の調査結果があげられる。
１３）牧草や飼料用トウモロコシなど飼料作物の品質悪化
は、牛の「ポックリ病」や乳房炎の発症の原因となっ
ている。

１４）有機性廃棄物を再資源化するためのバイオマス生産
技術については、積雪寒冷地における環境・資源循環
プロジェクト試験担当グループ（２００６）を参照のこと。



参加の意思表明を行い、組織ルールの遵守を約束
し、メンバーとなることで得られるメリットを前
提とした契約に基づく提携である。各農家は前述
の農法を実践する能力を保持している必要があり、
特に優れた経営感覚をもつ農家がネットワークの
中心となる。
　納口 ,佐藤（２００５）と納口（２００７）は、販売組
織（農業法人）によるマーケティング・ネット
ワークの代表的な事例として、千葉県北東部の１１
市町村に所在する約９０戸の２０～３０代の農家からな
る農事組合法人「和郷園」を紹介している。和郷
園は、平成３年に設立され、約４０品目の野菜・
卵・花の生産、加工、集出荷を行っており、約５０
社に販売している。主な販路は、特定の仲卸業者
経由によるスーパー、コンビニ・ベンダー、生協、
専門の流通事業体との直接取引であり、一般的な
農協の出荷方法とは異なる。また、タイやアラブ
首長国連邦のドバイ等への輸出も行っている。代
表理事である木内博一氏が、自ら価格を調整して
販売したいとの思いから有志５名と共同販売を開
始したことが組織化の始まりである。平成１５年に
はトレーサビリティ・システムを構築し、農産物
の品質を保証する体制を整えている。会員農家の
平均年間販売金額は２０００万円程度であり、千葉県
北東部で慣行農業を営む農家の約２倍の水準であ
る。近年、リサイクルセンターを設け、農産加工
残渣物を再資源化して耕地に施肥しているが、地
域の自然生態系を保全するためには、会員農家の
みの活動ではなく、千葉県北東部の農家全体の取
り組みへと拡大することが必要である。
　以上、エコ農業への転換策を示した１５）。ここで、
上述の方法を通じて耕畜連携型「エコ農業」が成
立するための課題として、以下の三点を提示する。
１地域的な特徴を活かした耕畜連携の方法や販売
事業に関するアイディアの創案、農家や住民の説
得、社会的な合意形成等に着手するリーダー（個
人もしくはグループ）が存在すること。２リー
ダーによって、農法転換に向けて農家や住民を組
織するためのスキームが策定され、実行されるこ
と。３耕畜両部門の農法と販売事業を管理するた
めのスキームが策定され、実行されること。以上

を総括すれば、リーダーの登場を前提としたうえ
で１６）、耕畜両部門間において、有機資源の循環
ネットワークとマーケティング・ネットワークを
形成するためのスキームを策定し、実行すること
が、エコ農業が成立するための課題となる。

４．耕畜連携型「エコ農業」の取り組み

　本章の第１節では、耕種農業と畜産農業とが混
在している国内の農業地域において、耕畜連携型
「エコ農業」の成立を目指している事例を紹介し、
前章で提示した課題を実際の取り組みに即して掘
り下げる。第２節では、エコ農業の課題を克服し
つつある先行事例を紹介し、第３節では、課題を
克服している成功事例を紹介する。

１　全国の取り組みと課題
　本節で取り上げる事例の出所は、農林水産省生
産局農産振興課の「産地づくり交付金の効果的な
活用による取組事例集（平成１９年１１月）」であり、
耕畜連携の方法に地域的な特徴がみられる。この
事例集は、米・麦・大豆等の複合生産化を通じて
農業経営の安定化を図るため、産地づくり交付金
を活用して組織的な農法転換に取り組み、効果を
比較的順調に上げている事例を整理したものであ
る。以下では、事例集から６件を紹介する。
　先ず、飼料作物の栽培や稲発酵粗飼料の導入を
軸に耕畜連携を推進している地域を紹介する。兵
庫県洲本市は、米の有機栽培と露地野菜の特別栽
培を組み合わせた複合的な生産体制の確立を目指
しており、同時に、市内の耕作放棄地を有効活用
するため、「菜の花エコプロジェクト」の拡充を
図っている。そのため、耕地の集積や団地化、農
作業受託等を通じて、国および兵庫県が産地指定
している野菜、飼料用稲、菜の花（菜種油用）を
重点的に振興している。洲本市の取り組みは、地
域で実行可能な農産システムの確立を目指し、農
家の組織化と農法転換を図っている段階であり、
今後、農産物の品質保証を軸とした販売方法を考
案することが課題となる。岡山県新見市は肉牛の
産地であり、昨今の飼料高騰への対応と休耕田の
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１６）農業地域におけるリーダーが満たすべき条件やリー
ダーが登場するための課題については、本田（２００９）
を参照されたい。

１５）北海道宗谷管内浜頓別町のハザカプラント、北海道
十勝管内士幌町、鹿追町の実践例、全国産地産直リー
ダー協議会の「エコ農業構想」等を参考にしている。



荒廃防止を目的に、飼料作物と飼料用稲の生産を
振興している。特産品と位置付ける「千屋牛」を
畜産ブランドとして展開するうえで、地元産の飼
料を与えていることをマーケティングの軸に据え
ている。宮崎県都城・北諸県地域も畜産農業を主
体としており、飼料作物の品質向上と安定的な確
保とを目的に、堆肥を耕地に施肥し、地域内で有
機資源の循環ネットワークの形成を目指している。
新見市のケースと同様、農産物の安全性を消費者
に伝えるためのマーケティングが課題である。埼
玉県美里町は、飼料用稲を麦や大豆と並ぶ振興作
物と位置付けると共に、耕畜連携による有機資源
の循環を図っている。そのため、コントラクタを
導入して収穫作業の効率化を図り、有機資源を円
滑に循環させるために、耕種農家と畜産農家の間
に調整役を置いている。水田農業の担い手が増加
し、飼料用稲の生産が地域に根付きつつあること
が一定の評価を受け、町の取り組みは社団法人中
央畜産会主催「平成１８年度畜産大賞」の特別賞を
受賞している。
　以上４件の事例は、飼料作物の栽培を軸に耕畜
連携を推進しており、休耕田や耕作放棄地の有効
活用と飼料自給率の向上、農産物の品質向上に成
果を上げつつあるが、農産物が認知され、市場に
おいてブランドとして差別的優位性を保持できる
ようになるには、農産物の安全性を消費者に保証
するための何らかのモニタリング・システムの構
築が必要であり、同時に、品質をアピールするた
めのマーケティングを地域独自の方法で展開する
必要がある。
　次に、家畜排せつ物を原料とした堆肥の利用を
軸に、耕畜連携を推進している地域を紹介する１７）。
茨城県美浦村は、JRA美浦トレーニングセンター
から出る競走馬の排せつ物と敷き藁を堆肥として
利用しており、特別栽培米の生産に取り組む農家
が増加し、作付面積も拡大している。また、耕地
の集積を推進し、利用権を設定することで、麦・

大豆・そばの振興を図っている。競馬に由来する
特別栽培米は珍しく、マーケティングの方法如何
によっては、競馬振興と併せて米のブランド化が
図れるものと思われる。
　長野県箕輪町では、米や振興作物を有機農法で
栽培するため、「堆肥銀行箕輪町支店」と協定を締
結した耕種農家に対して、同支店が町内の畜産農
家から購入した堆肥を販売し、農産物の品質向上
と転作田の地力増強とを図っている。連携の中核
である「堆肥銀行箕輪町支店」の母体は、「JA上
伊那堆肥銀行」であり、堆肥の需給を計画的に仲
介斡旋することによって複合生産体制の確立を目
指している。堆肥銀行は、昭和５４年に旧伊那農協
によって設立され、合併に伴い JA上伊那に引き
継がれ、平成１７年２月に管内一の酪農地域である
箕輪町に支店が設立された。設立目的は、「地域内
の堆肥で土作りを行いたい」という耕種農家の要
望に応え、かつ、「家畜排せつ物法」に対応した堆
肥の利用と地域内での流通促進を図るためであっ
た。この循環ネットワークは、同法の管理義務に
よって畜産経営が圧迫される事態を危惧した JA
上伊那等と、有機農法への転換によって「箕輪ブ
ランド」の確立を目指す箕輪町営農センターの考
えが合致したため実現した。
　箕輪町支店の設立以前は、畜産農家は家畜排せ
つ物を牧草地に散布し自家消費していたが、堆肥
を同支店に販売することで副産物収入が得られる
ようになった。また、米や野菜、果樹等を栽培し
ていた耕種農家は、堆肥の施肥によって安全で品
質の高い農産物の生産が可能となった。現在、１５
戸の畜産農家が同支店に排せつ物を販売している。
JA上伊那堆肥銀行は、堆肥成分の分析評価システ
ムを導入しており、堆肥自体の品質の安定化を図
り、一定の基準を満たす堆肥のみを仲介斡旋して
いる。
　箕輪町の取り組みは、堆肥銀行という呼び名が
示すように、堆肥を擬似的な貨幣として取り扱い、
単なる物々交換ではなく市場取引により近い方法
で循環させている点が興味深い。北海道の十勝地
方や網走地方など大規模な畜産農業が営まれてい
る地域では、堆肥を施肥するための耕地確保が課
題であり、堆肥銀行の仕組みを応用すれば、他地
域への供給の可能性が見出せる。
　以上の各事例においても有機資源の循環ネット
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１７）北海道江差町、島根県斐川町、高知県四万十町窪川
地域のように、肉牛生産を振興するため、水田放牧に
取り組んでいる事例もある。水田放牧とは、転作田の
有効活用と牛の省力管理とを目的に、牧草が作付けさ
れている転作田に電気牧柵を張り巡らし、そこで牛を
飼育するという方法であり、これも耕畜連携の一つの
方法といえる。



ワークの形成は進みつつあるが、農産物の安全性
と品質を消費者に伝えるためのマーケティングが
共通の課題である。第２章で取り上げた農林水産
省の調査結果が示すように、荒廃した耕地の改善
や休耕田の活用対策、飼料の確保問題等は産地の
都合に他ならない為、生産側がその窮状を訴えた
としても、安全性への信頼や品質の向上が伴わな
ければ消費者は農産物を受け入れない。よって、
独自のトレーサビリティ・システムや農法のモニ
タリング・システム等を構築し、産地の情報を消
費者に発信することが必要である。交付金など行
政の後押しも活用すれば、農法転換に向けた組織
化はある程度可能であるが、「農業に欠けていたの
は売る努力。商品の価値を上手に伝える工夫が大
切だ。」 １８）と度々言われるように、重大な課題は販
路の開拓である。安定的な販路が確保できれば、
連携に加わり農法を転換する農家が増えていき、
副次的に自然生態系の保全が実現していく。次節
では、地域のリーダーが農家や住民を組織し、農
法の転換と販路の確保に取り組み、成果を上げつ
つある先行事例を紹介する。

２　先行事例の概要
　本節では、前章で提示した耕畜連携型「エコ農
業」の課題を克服しつつある事例として、福井県
今立郡池田町を紹介する。
　福井県池田町は、福井県の東南部、岐阜県との
県境に位置し、周囲を山林に囲まれた小盆地の町
である。人口は年々減少しており、平成１７年度の
総人口３，４０５人の内１，３２３人が老齢人口であり、県
内一位の老齢人口率（約３９％）となっている。振
興山村地域、特別豪雪地域、特定農山村地域、過
疎地域に指定されている。４９１ haの耕地を有し、
５３２戸の農家が水田稲作を中心とした農業を営んで
いる１９）。農業産出額は近年５億円前後で推移して
いる。町内での耕畜連携を通じて米の品質向上を

図るため、平成４年に堆肥センターを設け、「池田
町有機米生産研究会」に所属する農家が有機栽培
米の生産を開始し、販路の拡大を図りながら取組
面積を徐々に広げている。平成１８年からは、生産
者と消費者間の関係のみならず、町内の自然生態
系の保全を念頭に「生命に優しい米づくり運動」
を展開している。以下では、聞き取り調査から得
られた情報を基に、池田町における耕畜連携型
「エコ農業」について、農家や住民の組織化を担っ
た農事組合法人「農村資源開発共同体」（以下、コ
ムニタ）の活動を中心に紹介する。

　①　池田町のリーダー
　池田町においてエコ農業のビジネス・スキー
ムを策定し実行している中心組織が、コムニタ
である。コムニタは、平成６年に池田町農協青
年部に所属していた若手の農家が出資し設立さ
れた農事組合法人であり、生産事業と農業交流
事業に取り組んでいる。コムニタの前身である
農協青年部は、兼業農家の長男９名（当時２０～
３０代）を構成メンバーとして、昭和５９年に発足
した。当時、町の老齢人口率は２０％に達してお
り、人口も昭和４０年の６，６１６人から４，３１８人へと
大幅に減少し、若年層の流出と農業の担い手育
成とが喫緊の課題であった。そこで、農協が９
名に呼びかけ、青年部が発足された。

　②　農家や住民の組織化経緯
　農協青年部は、昭和６１年から福井市内で農業
体験イベント「体験・ザ・百姓」を開催した。
昭和６３年からは大阪にも出向き、回数を重ねる
ごとに常連客を確保していった。イベントを通
じて池田町を訪れた都市住民から池田町の農産
物を購入したいとの要望が上がり、平成２年か
ら青年部は町内の農家や加工業者を組織し、特
産品の開発や有機栽培米の生産に着手した。平
成３年には、町内で「池田町青壮年学習会シン
ポジウム」を主催し、地域計画プランナーや町
内の住民グループ等と地域づくりをテーマに意
見を交換した。また、消費者との交流を通じて
得られた情報をミニコミ誌にまとめ無料配布す
るなど地域住民にも積極的に働きかけ、地域づ
くりについての啓発に取り組んだ。平成４年に
は、約２０戸の農家を組織し、「池田町有機米生産
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１８）つまもの販売会社いろどり（徳島県上勝町）副社長
の横石知二氏（２００８年１２月１４日に高松大学で開催され
た「明日の種をまこう！ SEED OF TOMORROW」の
基調講演）。http://news.shikoku-np.co.jp/kagawa/ 
locality/２００８１２/２００８１２１５０００１４２.htm

１９）池田町農業の基礎データは、農林水産省「市町村の
姿　グラフと統計でみる農林水産業」（平成２０年１２月
時点）に基づく。



研究会」を設立し、堆肥センターを中核に有機
栽培米の生産を本格化した２０）。町の農林行政も
平成７年に開かれた池田町農林業問題懇談会の
提言を受け、大きく方向を転換した。この懇談
会には上記のシンポジウムで議論されたアイ
ディアを具現化する目的でコムニタのメンバー
４名も委員として参加し、行政に働きかけた。
そして、平成９年２月にはコムニタの杉本博文
氏が町長に当選した。

　③　農法管理と販売事業
　懇談会の提言に基づき、杉本町政は平成１０年
以降、生産面の取り組みとして、町内で有機資
源を循環させる「食Ｕターン事業」や「ゆう
き・げんき・正直農業運動」等を開始した。ま
た、経営面の取り組みとして、平成１０年に兼業
農家の主婦を中心とした生産グループ「１０１匠の
会」が発足し、平成１１年にはこのグループが母
体となり、アンテナショップ「こっぽい屋」が
開店した。
　食Ｕターン事業とは、町内の主婦や農家、公
務員等４８名から成る NPO法人「環境Ｕフレン
ズ」が回収した家庭の生ごみ、肉用牛の排せつ
物、籾殻等を堆肥センターで混ぜて発酵させ、
有機肥料を生産する取り組みである。平成１５年
度に回収した生ごみは約８１トン、牛の排せつ物
は８０８トンであり、それをもとに約５６２トン
（７，０００袋）の有機肥料を生産している。この肥
料は、品質と食味の向上を目的に、町独自の農
産物認証制度に基づく「ゆうき・げんき・正直
農業運動」の農産物や特別栽培米の栽培に使用
されている。また、肥料の一部は「土魂壌」と
いう商品名で一般販売されている。
　「こっぽい屋」は、平成１１年７月に福井市内
のショッピングセンター内に設けられ、上記の
農法で栽培された野菜を中心に、農産物を消費

者に直接販売している。各農家が農産物を持ち
寄ることで少量多品目な品揃えとなっており、
生産者の顔が見える形で安全性をアピールして
いる。また、特別栽培米も池田町「百匠一品」
ブランドとして販売されている。

　池田町におけるエコ農業への転換は、農協青年
部とコムニタの自発的な活動が、耕種農家と畜産
農家だけでなく住民や行政をも巻き込む形で進め
られている。農家や住民の組織化が進むにつれて
取り組みが拡大し、農協青年部による非営利の活
動では継続が困難となったため、コムニタを設立
し、営利形態へと移行した。コムニタの設立以後、
「環境Ｕフレンズ」や「こっぽい屋」など民間の起
業が相次ぎ、有機資源の循環ネットワークとマー
ケティング・ネットワークが形成され、自然生態
系の保全と地域経済の活性化とに成果が上がりつ
つある。
　以下では、コムニタの米・加工食品担当、佐野
和彦氏への聞き取り調査を基に、エコ農業への転
換による自然生態系の保全効果と経済的効果につ
いて付記する。現在、町の約７割の耕地に１０アー
ル当たり約１トンの有機肥料が施肥されており、
地力の回復がうかがえる。収穫量はエコ農業以前
と比べて約１０％減少しているが、農作物の品質は
向上しており、耕地を含む自然生態系の保全が進
みつつある。有機・特別栽培向けの耕地は拡大し
ており、それらの農作物は全出荷量の約７割を占
めている。一般的に、慣行農法で長期間耕作され
ていた土壌の地力を本来の水準に回復させるには
数十年の施行期間が必要であり、現在はその途中
の段階である。よって、現時点で自然生態系の保
全効果を地力の水準や河川の水質等によって定量
的に示すことは難しいが、主観的には順調に改善
していると感じる、との回答を得た。
　経済的効果については、農家の生産農業所得は
エコ農業以前とほぼ同水準であるとの回答を得た。
ただし、アンテナショップ「こっぽい屋」の売上
は、平成１１年のオープン以来、平成１２年は約
７，０００万円、平成１３年は約８，０００万円、平成１４年か
ら平成１７年は約１億円、平成１８年は約１．２億円、
平成１９年と平成２０年は約１．４億円と順調に増加し
ており、地道な交流事業やマーケティングが効果
を生んでいるものと思われる。
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２０）平成６年には、これらの活動が対外的な評価を受け、
福井新聞社主催「文化奨励賞」や全国農協青年部実績
発表会にて「全中会長賞」などを受賞した。また、そ
の後の活動が評価され、財団法人社会経済生産性本部
主催「第５回自治体環境グランプリ」環境大臣賞・グ
ランプリの同時受賞（平成１８年）、農林水産省主催
「第１２回全国環境保全型農業推進コンクール」大賞
（農林水産大臣賞）（平成１８年）など、多数の賞を受け
ている。



　池田町は、農法の転換と販路の確保に成果を上
げており、耕畜連携型「エコ農業」の課題を克服
しつつある事例といえる。山村の農業振興には農
業の業種内連携だけでなく住民との連携が不可欠
であり、都市部の消費者と密接な交流を図り、農
産物について情報発信することがマーケティング
のポイントである。今後、取り組みが拡大される
につれ、自然生態系の保全効果と経済的効果がよ
り明確に現れてくるものと思われる。

３　成功事例の概要
　本節では、前章で提示した耕畜連携型「エコ農
業」の課題を克服している成功事例として、北海
道河西郡中札内村を紹介する。
　北海道中札内村は、十勝地方の南西部に位置し、
広大な平野部に畑作の田園風景が拡がる村である。
人口は年々減少しており、平成１７年度の総人口
３，９８３人の内９０６人（約２３％）が老齢人口であり、
高齢化が進んでいる。１４，３９２ haの耕地を有し、
１５４戸の農家が大規模な畑作と畜産を中心とした農
業を営んでいる。農業産出額は近年９０億円前後で
推移しており、農家一戸当たりの生産農業所得は
１，８４５万円２１）と十勝の中でも最も高い。村内の耕
畜連携を通じて畑作物と畜産物の品質向上を図る
ため、昭和４７年に有機肥料および飼料の生産と農
作業機械の共同管理を担う「機械センター」が設
置され、シンクタンク「北海道畑作経営研究所
（現中札内村農業活性化研究所）」（以下、畑研）と
中札内村農協による指導の下、村全体で有機農作
物と有機畜産物を生産し、販路の開拓を図った。
現在、耕種部門では主要作物である小麦、馬鈴
しょ、甜菜、豆類に、大根やキャベツ等の野菜を
加えた輪作体系が確立され、畜産部門では生乳、
鶏卵、ブロイラー、豚肉の生産が行われている。
以下では、「畑研」研究会（１９９８）、平石（２００６）、
酒本（２００７）、上田ほか（２００８）を基に、中札内村
における耕畜連携型「エコ農業」について、農家
の意識改革と組織化を担った畑研と中札内村農協
の活動を中心に概観する。

　①　中札内村のリーダー
　中札内村においてエコ農業のビジネス・ス
キームを策定し実行している中心組織が、畑研
と農協である。村では、明治３８年の開拓以来、
昭和３０年代まで豆を主要作物としていた。しか
し例年、冷害や耕地の凍結、表土の流出等に見
舞われ、農協はリスクを分散するために、豆に
依拠した生産体制の見直しを図った。その方法
を調査研究するため、昭和３４年、農協の梶浦福
督理事長や太田一良村長、農業委員会の山本幸
一会長など当時の村の指導者達が北海道大学と
協同して畑研を設立した。

　②　農家の組織化経緯
　畑研を中心に、現在の有機資源循環型の生産
体制へと繋がる方策が検討され、先ず、村の農
家に経営感覚を持たせることを目的に、法人化
と共同経営化が推進された。これは、５～１０戸
の農家で一つの小組合を形成し、農業法人化す
ることで、小組合単位で農場を共同経営すると
いう仕組みであった。
　昭和３９年と４１年の冷害によって豆の生産が大
打撃を被ったことが、本格的な農法転換の契機
となった。農協は共同経営体制を発展させ、各
農家が豆だけでなく、酪農と飼料生産の比率を
全体の三分の一、馬鈴しょや甜菜など根菜類を
三分の一、豆を三分の一とする「三・三農法」、
すなわち、多品目の複合生産体制への移行を
図った。この再組織化は、農業経営の安定化と
輪作による地力の回復とが目的であったが、労
働時間が大幅に増加し、農法の管理が複雑化し
たため、定着しなかった。
　昭和４７年、農協は主要品目を見直し、小麦、
馬鈴しょ、甜菜、豆類、乳牛、鶏、豚に重点を
置き、各農家に専業化を促した。この個別専業
化が、村全体での耕畜連携（三度目の組織化）
の基礎となった。

　③　農法管理と販売事業
　農協は、農家の専業化が進むと、畜産農家に
は家畜排せつ物を堆肥として耕種農家に提供さ
せ、耕種農家には堆肥を施肥して栽培した小麦
や甜菜、豆類の規格外品や加工残渣物等を飼料
として畜産農家に提供させた。この取り組みは
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２１）農林水産省「生産農業所得統計（平成１８年度）」よ
り。その他の基礎データは、農林水産省「市町村の姿　
グラフと統計でみる農林水産業」（平成２０年１２月時点）
に基づく。



「三・三農法」を反省材料として考案され、村全
体で連携を形成しなければ実現しない農産シス
テムであるため、昭和４７年、農家間の仲介を目
的に「機械センター」が設置された。この「機
械センター」が堆肥および飼料の生産と農作業
機械の共同管理を担ったため、農家は農作業に
専念できるようになり、経営規模の拡大や品質
の向上が図られた。
　上述の取り組みが対外的な評価を受け、農協
と村は、昭和５９年に朝日新聞社主催「朝日農業
賞」を受賞し、昭和６０年には、耕地１０アール当
たりに１．９トンの有機肥料投入を実現したことを
根拠として「有機農業の村」を宣言した２２）。上
記の受賞と宣言を契機に、農協は農産物の安全
性と信頼に基づき商品価値を高める販売事業に
着手し、「中札内田舎どり」、「そのままえだ豆」
等の特産品を開発した。「中札内田舎どり」は遺
伝子組み換えでないトウモロコシと「機械セン
ター」で生産された飼料とが与えられ、地元企
業の「株式会社中札内若どり」が、北海道全域

で展開している焼き鳥チェーン店や生協等に卸
している。「そのままえだ豆」は、「機械セン
ター」で生産された肥料を施肥した耕地で栽培
され、収穫後３～４時間で加工し、鮮度を保っ
たままの状態で地元の「コープ十勝」が全国の
スーパーや生協、アメリカの日系スーパー等に
卸している。これらの特産品は、農協が主導で
商品開発を行い、販売を拡大する段階で地元の
民間企業に引き継ぐという形がとられている２３）。

　以上のように中札内村は、三度の組織化を経て、
有機資源の循環ネットワークを形成し、特産品を
全国展開するに至っている。以下では、エコ農業
への転換による経済的効果と自然生態系の保全効
果を確認する。図表４は、１９６５年から２００５年まで
の農業産出額を主要品目ごとに整理したものであ
る。１９６５年から１９７５年の間に産出額は順調に伸び
ており、これは「三・三農法」の模索と農家の個
別専業化への移行時期と重なる。また、畜産の規
模が拡大し、最初の「機械センター」が設けられ
たのもこの時期である。１９８０年以降、「機械セン
ター」は計三箇所となり、耕畜両部門共に経営規
模の拡大と農産物の品質向上が図られ、特産品の
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２２）より厳密には、中札内村の農作物は「特別栽培農作
物」に該当し、日本農林規格が定める「有機農作物」
の条件を満たしていないものもある。ただし、有機認
証制度の施行は平成１４年であり、昭和４０年代から昭和
６０年の「有機農業の村」宣言にいたる一連の取り組み
は、化学肥料や農薬の使用が全盛期であった当時とし
ては、全国に先駆けたものであった。

 図表４　中札内村農業の産出額推移 （単位：百万円）

２００５
（Ｈ１７）

２０００
（Ｈ１２）

１９９５
（Ｈ７）

１９９０
（Ｈ２）

１９８５
（Ｓ６０）

１９８０
（Ｓ５５）

１９７５
（Ｓ５０）

１９７０
（Ｓ４５）

１９６５
（Ｓ４０）

４，１３０４，０６０４，０００３，４３７４，０８８２，９６３２，４９１９３０６６９農　産　計
６５０６８０１６０６１８６２０４５２麦　　　類
５２０６２０９１０４８８９６２５７３１，０１６２４４４１７豆　　　類
１，６７０１，６８０１，９３０２，０７５２，４３３１，９３６１，３１６３７５２２９根　菜　類
１，２９０１，０８０１，０００２５６７３２そ　の　他
４，６８０４，２９０４，０００３，８７０４，０９３３，５８０２，１１９３６１１４４畜　産　計
２，９１０２，４７０１，９９０１，８２７１，７７６１，３９６９７４２４５８９牛　・　乳
１，１６０１，１２０１，２９０１，４０２１，５７０１，５０４７９０１０９４７鶏
６１０７００７２０６４０７４７６８１３５５６３豚
８，８１０８，３５０８，０００７，３０７８，１８２６，５４４４，６１０１，２９１８１３総　合　計

出所：中札内村農業協同組合資料、農林水産省「生産農業所得統計」を基に作成。
備考：１９６５年から１９９０年のデータは中札内村農業協同組合資料である。

１９９５年から２００５年のデータは生産農業所得統計であり、いも類と野菜をまとめて「根菜
類」とし、工芸農作物と種苗・苗木類・その他をまとめて、「その他」とした。
肉用牛と乳用牛をまとめて「牛・乳」とした。

２３）農協主導ではなく村内の農家と企業が「農商工連
携」を形成し、有機資源を有効活用して生産している
特産品として、「ホエー豚」や「想いやり牛乳」等が
ある。
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 図表５　中札内村と十勝の生産農業所得 （単位：千円）

２００５
（Ｈ１７）

２０００
（Ｈ１２）

１９９５
（Ｈ７）

１９９０
（Ｈ２）

１９８５
（Ｓ６０）

１９８０
（Ｓ５５）

１９７５
（Ｓ５０）

１９７０
（Ｓ４５）

１９６５
（Ｓ４０）

１８，０５２１６，９５９１３，６３１１２，５３１１４，９３０１６，６４１１４，１１６中 札 内 村
１２，３９５１１，８８９８，４９３７，４０３６，４３９６，０２２３，６２８１，４１６７０８十　　　勝

出所：帯広統計情報事務局「北海道支庁市町村生産農業所得累計統計」、農林業センサス、生
産農業所得統計を基に作成。

備考：農家一戸当たりの生産農業所得である。

図表６　中札内村農業の単位収量の推移

牧　　草甜　　菜小　　豆大　　豆馬鈴しょ麦年　　次
９０９９６０７３８３３９１９６５（Ｓ４０）
１０２９２２１３３５７２６１９６６（Ｓ４１）
８２１０５１０９８７８３１２８１９６７（Ｓ４２）
９６１１３６０８２８８１３９１９６８（Ｓ４３）
１０３１０８６８７８８８１３３１９６９（Ｓ４４）
１０５１２３１０２８８１０２１７１９７０（Ｓ４５）
９８１１４２２４９９１４６１９７１（Ｓ４６）
１１０１４０１０２８６９９９５１９７２（Ｓ４７）
１１３１４９１１５９２９３３８１９７３（Ｓ４８）
１１７１１１８５９１８５１１３１９７４（Ｓ４９）
１００１００１００１００１００１００１９７５（Ｓ５０）
１０４１５６３６９６１１６１４２１９７６（Ｓ５１）
１３３１４１８０８９１０９１２３１９７７（Ｓ５２）
１３５１５６１５１１４７１０９１７８１９７８（Ｓ５３）
１３３１７５１３６１１２１１６２１４１９７９（Ｓ５４）
１０５１５８５３７１１２１１９８１９８０（Ｓ５５）
１１０１３２６９６３１００１４１９８１（Ｓ５６）
１２５１６１１１３８７１１９１５３１９８２（Ｓ５７）
１１７１１３２４０１０５１９１９８３（Ｓ５８）
１２３１６８１５１１３９１１７１５９１９８４（Ｓ５９）
１１５１５８１００１１９１０９２０３１９８５（Ｓ６０）
１２８１５７１４２９２１２４１５４１９８６（Ｓ６１）
１２９１４７１１３９５１２４１７１１９８７（Ｓ６２）
１３５１４０１１３６３１２４１４８１９８８（Ｓ６３）
１２１１３５１４７１２７１２０１６２１９８９（Ｈ元）
１４９１６０１７７１０５１１９１８７１９９０（Ｈ２）
１４７１５１１３０６０１２４１７９１９９１（Ｈ３）
１４８１４４９８６０１２７１９９１９９２（Ｈ４）
１２６１１３１１２１１６１２８１９９３（Ｈ５）
１３１１５７１５７１３９１４１１７５１９９４（Ｈ６）
１４１１４２１６４１１４１３７６７１９９５（Ｈ７）

出所：「畑研」研究会（１９９８）、表Ⅰ－２－３より抜粋。
「北海道農林水産統計年報（農業統計市町村別編）」、「北海道農林水産統計」、
「北海道農作物市町村別統計資料」、「農作物市町村作付面積並びに収穫高」。

備考：中札内村の主要作物について、１９７５年の単収を１００とし、１９６５年以降の単収
を指数として表示。



ブランドが浸透したことも相俟って、産出額も
年々増加している。図表５は、十勝と中札内村の
農家一戸当たりの生産農業所得である。１９７５年か
ら１９８５年にかけて、村の農家の所得は、十勝の平
均よりも圧倒的に高く、１９９０年代は落ち込みが見
られるが、２０００年以降も高水準を維持している。
主要品目の見直しと、「機械センター」のおかげで
生産基盤が整ったことが、効果を生んだと推測さ
れる。
　農法転換による自然生態系の保全効果を測る指
標としては、地力（耕地の生産性）と河川の水質
とが有用である。図表６は、１９６５年から１９９５年ま
での主要作物の単位収量を整理したものである。
１９６５年から１９７０年代前半にかけて、単収指数は７０
から１００に上昇しており、「三・三農法」の輪作を
通じた地力の回復によるものと思われる。１９７５年
から１９８０年代前半にかけて、指数は１００から１２０と
なっており、それ以降から１９９５年までは１１０を超
え、１００以下に落ち込むことがほぼ見られない。こ
れは、有機肥料の施肥によって耕地を含む自然生
態系が再建し、地力が増強したことによるものと
推測される。図表７は、村内を流れる札内川の水
質（三箇所で測定）の推移を表しており、１９７０年
以降、農法転換が進むにつれて水質は改善し、
１９７０年代後半には環境基準値の ２ mg/lを下回っ
ている。１９８５年以降は全国的にみてもトップレベ
ルの水質であり、複合的な要因による一時的な水
質悪化が見受けられるものの、幾度も清流日本一
に選ばれている。以上のことから、農法の転換が

進むにつれて地力が回復し、河川の水質が改善し、
村の自然生態系が再建していったことが解る。
　農家の所得は突出しており、自然生態系も保全
されていることから、中札内村は、耕畜連携型
「エコ農業」が成功している事例といえる。村の指
導者が、長年にわたり試行錯誤を重ねながら農家
や村民との間で合意を形成し、村全体を一つの農
業経営体と位置付けたことがエコ農業への転換の
基礎となっている。

５.「社会起業家の非営利ビジネスモデル」に
基づく事例の定式化

　本章では、前章で概観した事例の成功要因を検
討する。そのための理論的な分析枠組みとして、
Ueda（２００５）の「社会起業家の非営利ビジネスモ
デル」を用いる。
　当モデルは、Olson（１９６５）の集合行為論を一
般化し定式化されたものであり、社会起業家の非
営利組織が、「エコ商品２４）を販売し、その売上の
一部（もしくは全部）を地域の共通利益（自然生
態系の保全）の実現に使用する」という「選択的
誘因」ビジネス・スキーム２５）の実行を通じ、共通
利益の受益者を組織化するというモデルである。
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図表７　札内川の水質の推移

出所：環境 GIS「公共用水域水質測定結果」を基に作成。
備考：帯広市上水帯広浄水場取水口での１９７１年から１９７４年までの測定値、１９９７年と１９９９

年の測定値、南帯橋、札内橋での１９７３年と１９７４年の測定値については確認出来な
かった。

２４）例えば、ボトル水や衣料雑貨（Tシャツ、エコバッ
グ）など。

２５）「選択的誘因」ビジネス・スキームの実行を通じた
公共財供給モデルについては、Morgan（２０００）と 
Pecorino（２００１）を参照のこと。



当モデルにおける社会起業家とは、私的欲求（金
銭的報酬）の実現のみならず、社会的欲求の実現
からも便益を得る起業家である。社会的な便益と
は、ある未組織の集団に属す受益者を組織し、そ
の協調制度を長期的に維持することで実現する共
通利益を指す。起業家の機能は、組織化機能と管
理機能とに大別される。前者は、ある社会制度や
協調制度に関するアイディアの創案、説得交渉、
社会的合意形成など、制度が確立されるまでに必
要な機能である。後者は、社会的合意に基づいて
確立された制度を実行するに際して必要な機能で
ある。
　第３章で提示したエコ農業の課題を克服するた
めの方法を検討するに際して、「社会起業家の非営
利ビジネスモデル」が有用である理由は、当モデ
ルを以下のように応用できるからである。１地域
の自然生態系の保全に要する費用負担に対しては
タダ乗りの動機が働くため、農家や住民の自発的
な保全活動は期待し難い。そのため、土壌の劣化
と地下水・河川の水質悪化は進む一方である。当
モデルの「選択的誘因」ビジネス・スキームは、
公共財を副次的に供給するための私的供給システ
ムであり、上記のタダ乗り問題を克服できる。す
なわち、エコ農業への転換によって所得の増加が
見込め、参加制約が満たされるならば、農家は転
換に要する費用を負担し、彼らの農法転換を通じ
て副次的に自然生態系の保全という公共財を供給
することが可能となる。また、各農家がエコ農業
時の生産農業所得に不満がない限り、エコ農業の
ネットワークは安定する。第２章で取り上げたよ
うに、有機農産物市場への参入余地が大きいこと
も組織化スキームの実行にとって追い風である。
２エコ農業のビジネス・スキームを非営利組織の
もとで運営すれば、組織のミッション（自然生態
系の保全）のために費用負担が確実に使用され、
かつ、利潤についても非分配制約という法的な担
保が与えられるため、農家や住民からの信頼が増
し、組織化労働と農法のモニタリングや販売に要
する管理労働が実行し易くなる。また、非分配制
約が課されることから、当組織の起業家は、金銭
的報酬のみならず社会的欲求の実現からも便益を
得る社会起業家の選好パターンを有している必要
がある。
　以上のことから、「社会起業家の非営利ビジネス

モデル」の基本コンセプトを前章の成功事例に適
用すれば、次のようになる。中札内村の事例では、
農業の土台である自然生態系の保全を重んじた当
時の指導者達が社会起業家の機能的役割を担い、
彼らが農家や村民の私的欲求（農業振興による地
域経済の活性化）にうったえることでエコ農業へ
の転換を推進し、それを通じて地域の共通利益で
ある自然生態系の保全を実現している。
　基本コンセプトの対応関係を踏まえると、耕畜
連携型「エコ農業」の成功事例は、「選択的誘因」
ビジネス・スキームの実行による公共財の私的供
給モデルとして、以下のように定式化できる２６）。

①地域のリーダーが、耕種農家に対する組織化交
渉を開始し、所得の保証水準を約束したうえで
各農家と個別に契約を結ぶ。契約内容は、次の
二点である：１肥料と飼料に関する畜産農家と
の連携を通じた農法転換への合意。２農作物の
規格外品や加工残渣物を原料とする有機飼料生
産に要する費用負担と、肥料と飼料の運搬に要
する費用負担への合意。
　地域の畜産農家に対する組織化交渉も並行し、
所得の保証水準を約束したうえで各農家と個別
に契約を結ぶ。契約内容は、次の二点である：
１肥料と飼料に関する耕種農家との連携を通じ
た農法転換への合意。２家畜排せつ物を原料と
する有機肥料生産に要する費用負担と、肥料と
飼料の運搬に要する費用負担への合意。

②契約を結んだ農家からの費用負担の合計額が、
有機肥料と有機飼料を生産するために支出され
る。生産された有機肥料が耕種農家に提供され、
それを施肥して栽培し、生産された有機飼料が
畜産農家に提供される。この生産と交換は、
リーダーが指定する場所で行われる。上記の耕
畜連携によって両部門の農法が転換され、農産
物の品質が向上し、連携に加わる農家の戸数と
経営規模に比例して公共財（自然生態系が保全）
が供給される。
　ただし、この段階において、リーダーは「有
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２６）「社会起業家の非営利ビジネスモデル」の理論的枠組
みの詳細については、Ueda（２００５）を参照のこと。ま
た、その応用例については、本田（２００７）を参照され
たい。



機農法であること」を消費者に保証するために、
両部門に対してモニタリングを行い、外部機関
から認証を受ける。

③外部機関によって認証された有機農作物と有機
畜産物は、リーダーによるマーケティングを経
て、安全な品質の農産物を志向する消費者に共
同で販売される。その売上の一部がリーダーに
サラリーとして支払われる。すなわち、リー
ダーは耕畜連携型「エコ農業」のビジネス・ス
キームを実行する見返りにサラリーを得、公共
財供給による社会的欲求の実現から追加的な便
益を得る。

　このビジネス・スキームにおけるリーダーの組
織化機能は、農家と契約を結ぶまでに必要な機能
であり、エコ農業の普及啓発や説明、説得の交渉
などである。また、管理機能は、農法のモニタリ
ング、マーケティングや販路開拓に要する実務、
外部機関から認証を受けるに際して必要な実務な
どである。
　そして、リーダーの社会的欲求が私的欲求より
も強い場合、すなわち、金銭的報酬よりも自然生
態系の保全に対する選好が強い場合、上記のビジ
ネス・スキームは、特に開始当初、非営利事業と
して実行される。その理由は、リーダーが非分配
制約を負うことによって非対称情報問題が緩和さ
れ２７）、より多くの農家がビジネス・スキームを容
認し、契約を結ぶ人数が増えるにつれてエコ農業
の事業規模も拡大し、公共財の供給量が増加する
からである。事業がある程度軌道に乗り、農産加
工品の製造や販売、雇用の創出等、地域経済の更
なる活性化を図る段階へと進んだとき、事業形態
は非営利から営利へと転換される。
　以上のように、耕畜連携型「エコ農業」の成功
事例は、社会起業家による「選択的誘因」ビジネ
ス・スキームの実行を通じた公共財供給モデルと
して定式化が可能である。耕畜連携型「エコ農業」
が成功するためには、地域のリーダーによって上
記のビジネス・スキームが実行され、リーダーと
農家によって形成される提携が安定することが条

件となる２８）。

６．結　　論

　本稿では、消費者ニーズへの対応と自然生態系
の保全との両立を目指す耕畜連携型「エコ農業」
の事例を調査し、その成功要因を検討した。
　近年、農産物のブランド化を進める動きが多く
見られるが、そのほとんどが自治体や農協の認証
制度や広告宣伝のレベルに留まっており、消費者
との関係構築が不十分である。福井県池田町と北
海道中札内村の事例では、リーダーによって農法
転換に向けた農家や住民の組織化が実行され、独
自のマーケティングに取り組むことで消費者から
の信頼を獲得している。両事例が示唆しているこ
とは、農協は「非営利」であるから利潤を追う必
要はないという誤った認識から脱し、消費者ニー
ズを把握したうえで農家の利潤を最大化するよう
に対策を講じ、その方法如何で消費者と産地、双
方にメリットのある関係構築は可能である、とい
うことである。
　今後、農産物の輸入自由化など厳しい市場環境
が予想される。農業地域は、農法転換を通じて付
加価値の向上を図るとともに、販売とマーケティ
ングの方法を工夫せねばならない。そのためには、
優れた経営感覚をもつ社会起業家の育成が急務で
ある。
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２７）Hansmann（１９８０）、Fama and Jensen（１９８３）を参
照のこと。

２８）このとき、提携の利得配分はコアに属し、提携は最
適な規模となる。耕畜連携型「エコ農業」のモデル分
析と提携が安定的となるための条件の導出については、
本田（２００９）を参照されたい。



た。厚くお礼を申し上げます。
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The Circumstances and Subjects of “Eco-Farming” 
through the Collaboration among Cultivation 

and Livestock Farming
—— The Analysis of Cases based on “The Nonprofit Making 

Business Model of Social Entrepreneur” ——
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Abstract

　This research investigated the cases of “Eco-Farming” through the construction system combination of 
crop cultivation and livestock farming, for the purpose of preserving the natural ecosystem and responding 
to the needs of consumers who look for safety and reliability in agricultural products. The research further 
presented conditions in which to realize such agriculture. The conditions are as follows: (1) A leader 
exists, in which s/he develops the ideas of sales operation as well as collaborative methods that make use 
of the regional characteristics, persuades the farmers and residents, and promotes consensus among the 
community. (2) The leader formulates and carries out a scheme, which organizes the farmers and 
residents, and which changes their farming method. (3) A scheme to manage their farming method and 
sales operation is formulated and carried out.
　Finally, the research presents the following: a case that satisfies the aforementioned conditions can be 
formalized as “a private provision model of public goods through by-product schemes of social 
entrepreneur ”; stability in the collaboration formed among the community is required for “Eco-Farming” 
to come into effect.

Key words: Eco-Farming, the Combination of Crop Cultivation and Livestock Farming, Social 
Entrepreneur

* Contact　hikahon@hiroshima-u.ac.jp


